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一般貨物自動車運送事業の経営許可申請等に係る法令試験問題 

 

申請者名（法人名）               

受験者の氏名                  

受験番号                    

（※注意事項） 

設問の文中には、法令の条文をそのまま引用せずに、一部省略している場合があります。 

なお、各設問の語句の定義については、各法令の定めによります。 

Ⅰ．次の問題１から１６の文章で、正しいものには○を、誤っているものには×を（   ）

内に記入しなさい。 

 

問題１（運転者等台帳） 

 一般貨物自動車運送事業者等は、運転者が転任、退職その他の理由により運転者でなく

なった場合には、直ちに、当該運転者に係る運転者等台帳に運転者でなくなった年月日及

び理由を記載し、これを１年間保存しなければならない。 

（貨物自動車運送事業輸送安全規則） 

 

（   ） 

 

問題２（目的） 

道路運送法は、貨物自動車運送事業法（平成元年法律第八十三号）と相まって、道路運

送事業の運営を適正かつ合理的なものとし、並びに道路運送の分野における利用者の需要

の多様化及び高度化に的確に対応したサービスの円滑かつ確実な提供を促進することによ

り、輸送の安全を確保し、道路運送の利用者の利益の保護及びその利便の増進を図るとと

もに、道路運送の総合的な発達を図り、もって公共の福祉を増進することを目的とする。 

（道路運送法） 

 

（   ） 

 

問題３（重量表示） 

一の貨物で、重量が１トン以上のものを発送しようとする者は、見やすく、かつ、容

易に消滅しない方法で、積載車両にその重量を表示しなければならない。ただし、包装

されていない貨物で、その重量が一見して明らかであるものを発送しようとするときは

、この限りでない。 

（労働安全衛生法） 

 

（   ） 
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問題４（運行記録計による記録） 

 一般貨物自動車運送事業者等は、車両総重量が６トン、最大積載量が４トンの普通自動

車である事業用自動車に係る運転者等の業務について、当該事業用自動車の瞬間速度、運

行距離及び運行時間を運行記録計により記録し、かつ、その記録を１年間保存しなければ

ならない。  

（貨物自動車運送事業輸送安全規則） 

                              

（   ） 

問題５（自動車検査証の備付け等） 

 自動車は、自動車検査証を備え付け、かつ、国土交通省令で定めるところにより検査標

章を表示しなければ、運行の用に供してはならない。 

（道路運送車両法） 

                               

（   ） 

 

問題６（事業の休止及び廃止） 

一般貨物自動車運送事業者は、その事業を廃止したときは、その日から３０日以内に

、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。 

（貨物自動車運送事業法） 

 

（   ） 

 

問題７（駐車を禁止する場所） 

 車両は、火災報知機から３メートルの部分においては、駐車してはならない。ただし、

公安委員会の定めるところにより警察署長の許可を受けたときは、この限りでない。 

（道路交通法） 

 

（   ） 

 

問題８（解雇制限） 

使用者は、労働者が業務上負傷し、又は疾病にかかり療養のために休業する期間及びそ

の後３０日間並びに産前産後の女性が労働基準法第６５条の規定によって休業する期間及

びその後３０日間は、解雇してはならない。ただし、使用者が、同法第８１条の規定によ

って打切補償を支払う場合又は天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不

可能となった場合においては、この限りでない。 

（労働基準法） 

 

（   ） 
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問題９（下請代金の支払期日） 

下請代金の支払期日が定められなかったときは親事業者が下請事業者の給付を受領し 

た日が、下請代金支払遅延等防止法第２条の２第１項の規定に違反して下請代金の支払

期日が定められたときは親事業者が下請事業者の給付を受領した日から起算して６０日

を経過した日が下請代金の支払期日と定められたものとみなす。 

（下請代金支払遅延等防止法） 

                             

（   ） 

 

問題１０（事業報告書及び事業実績報告書） 

貨物自動車運送事業報告規則第２条第１項の事業報告書は、事業概況報告書（第一号様

式）並びに貸借対照表、損益計算書及び次に掲げる財務計算に関する明細表とする。 

一 一般貨物自動車運送事業損益明細表（第二号様式） 

二 一般貨物自動車運送事業人件費明細表（第三号様式） 

（貨物自動車運送事業報告規則） 

                             

（   ） 

 

問題１１（禁止行為） 

会社は、他の会社の株式を取得し、又は所有することにより、一定の取引分野における

競争を実質的に制限することとなる場合には、当該株式を取得し、又は所有してはならず

、及び不公正な取引方法により他の会社の株式を取得し、又は所有してはならない。 

（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律） 

                               

（   ） 

 

問題１２（運行管理者等の義務） 

一般貨物自動車運送事業者は、運行管理者がその業務として行う助言を尊重しなければ 

ならず、事業用自動車の運転者その他の従業員は、運行管理者がその業務として行う指導

に従わなければならない。 

（貨物自動車運送事業法） 

 

（   ） 
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問題１３（中高年齢者等についての配慮） 

事業者は、中高年齢者その他労働災害の防止上その就業に当たって特に配慮を必要とす

る者については、これらの者の心身の条件に応じて適正な配置を行なうように努めなけれ

ばならない。 

（労働安全衛生法） 

                        

（   ） 

 

問題１４（相続） 

 一般貨物自動車運送事業者が死亡した場合において、相続人（相続人が２人以上ある場

合においてその協議により当該一般貨物自動車運送事業を承継すべき相続人を定めたとき

は、その者。）が被相続人の経営していた一般貨物自動車運送事業を引き続き経営しようと

するときは、被相続人の死亡後９０日以内に、国土交通大臣の認可を受けなければならな

い。 

（貨物自動車運送事業法） 

 

（   ） 

 

問題１５（有償運送） 

自家用自動車（事業用自動車以外の自動車をいう。）は、災害のため緊急を要するときの

み、有償で運送の用に供することができる。 

（道路運送法） 

 

                            （   ） 

 

問題１６（定期点検整備） 

自動車（小型特殊自動車を除く。以下この項において同じ。）の使用者は、自動車運送事

業の用に供する自動車及び車両総重量８トン以上の自家用自動車その他の国土交通省令で

定める自家用自動車について、３月ごとに、点検の時期及び自動車の種別、用途等に応じ

国土交通省令で定める技術上の基準により自動車を点検しなければならない。 

（道路運送車両法） 

 

（   ） 
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Ⅱ．次の問題１７から２１の文章の指示に従って、質問に答えなさい。 

問題１７（運転者） 

 以下のア～オについて、貨物自動車運送事業輸送安全規則に照らし、一般貨物自動車運

送事業者の運転者が、事業用自動車の乗務について、遵守しなければならない事項として

誤っているものを２つ選び、（ ）内に記入しなさい。 

（貨物自動車運送事業輸送安全規則） 

 

ア．事業用自動車の運行中に当該事業用自動車の重大な故障を発見し、又は重大な事

故が発生するおそれがあると認めたときは、直ちに、帰庫し、貨物自動車運送事

業者に報告すること。 

 

イ．疾病、疲労、睡眠不足その他の理由により安全な運転をすることができないおそれ

があるときは、その旨を貨物自動車運送事業者に申し出ること。 

 

ウ．一般貨物自動車運送事業者が作成する運行指示書を乗務中携行し、運行指示書の

記載事項に変更が生じた場合に携行している運行指示書に当該変更の内容を記載

すること。 

 

エ．乗務を開始しようとするとき、貨物自動車運送事業輸送安全規則第７条第３項に

規定する乗務の途中及び乗務を終了したときは、同条第１項から第３項までの規

定により貨物自動車運送事業者が行う点呼を受け、貨物自動車運送事業者にこれ

らの規定による報告をすること。 

    

オ．踏切を通過するときは、変速装置を操作すること。 

   

（   ）（   ） 
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問題１８ 

貨物自動車運送事業報告規則の内容として誤っているものを以下ア～エの中から２つ選

び（   ）内に記入しなさい。 

（貨物自動車運送事業報告規則） 

 

ア．一般貨物自動車運送事業者（特別積合せ貨物運送（運行系統が２以上の地方運輸

局長の管轄区域に設定され、かつ、その起点から終点までの距離の合計（運行系 

統が重複する部分に係る距離を除く。）が１００キロメートル以上のものに限

る。）を行う一般貨物自動車運送事業者を除く。）は、毎事業年度に係る事業報告

書を、毎年７月１０日までに所轄地方運輸局長へ提出しなければならない。 

    

イ．貨物自動車運送事業報告規則第２条第１項の事業実績報告書は、貨物自動車運送

事業実績報告書（第四号様式）とする。 

 

ウ．一般貨物自動車運送事業者は、運賃及び料金を定め又は変更するときは、運賃及

び料金の設定又は変更しようとする３０日前までに貨物自動車運送事業報告規則

第２条の２の各号に掲げる事項を記載した運賃料金設定（変更）届出書を提出し

なければならない。 

    

エ．貨物自動車運送事業者は、貨物自動車運送事業報告規則第２条及び第２条の２に

定める報告書又は届出書のほか、国土交通大臣、地方運輸局長、運輸監理部長又

は運輸支局長から、その事業に関し報告を求められたときは、報告書を提出しな

ければならない。 

                     

（   ）（   ） 
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問題１９（事業計画の変更の届出） 

以下のア～ウについて、貨物自動車運送事業法第９条第３項の軽微な事項に関する事業

計画の変更として、正しいものには○を、誤っているものには×を、それぞれ（   ）

内に記入しなさい。 

（貨物自動車運送事業法施行規則） 

 

ア．利用する運送を行う一般貨物自動車運送事業者又は特定貨物自動車運送事業者の概

要 

 

イ．営業所の名称の変更 

 

ウ．自動車車庫の位置の変更（地方運輸局長が指定する区域内におけるもの） 

 

ア（   ） イ（   ） ウ（   ） 

 

 

 

問題２０（報告書の提出） 

次のア～ウについて、自動車事故報告規則に照らし、一般貨物自動車運送事業者が自動

車事故報告書を提出しなければならない事故として、正しいものには○を、誤っているも

のには×を（   ）内に記入しなさい。 

（自動車事故報告規則） 

 

ア．３台の自動車と衝突し、７人の負傷者を生じたもの 

   

イ．運転者又は特定自動運行保安員の疾病により、事業用自動車の運行を継続するこ

とができなくなったもの 

 

ウ．橋脚、架線その他の鉄道施設（鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）第８

条第１項に規定する鉄道施設をいい、軌道法（大正十年法律第七十六号）による

軌道施設を含む。）を損傷し、２時間本線において鉄道車両の運転を休止させた

もの 

   

ア（   ） イ（   ） ウ（   ） 
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問題２１（貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時間等） 

 次のア～エについて、自動車運転者の労働時間等の改善のための基準に照らし、一般貨

物自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時間、休息期間及び運転時間として、正

しいものには○を、誤っているものには×を（   ）内に記入しなさい。 

（自動車運転者の労働時間等の改善のための基準） 

 

 ア．勤務終了後、継続１１時間以上の休息期間を与えるよう努めることを基本とし、休

息期間が継続９時間を下回らないものとすること。ただし、自動車運転者の労働時

間等の改善のための基準第４条第１項第３号ただし書に該当する場合、当該１週間

について３回に限り、休息期間を継続８時間とすることができる。この場合におい

て、一の運行終了後、継続１２時間以上の休息期間を与えるものとする。 

  

 イ．自動車運転者が同時に１台の自動車に２人以上乗務する場合であって、車両内に身

体を伸ばして休息できる設備があるときは、最大拘束時間を２０時間まで延長する

とともに、休息期間を４時間まで短縮することができる。ただし、当該設備が自動

車運転者の休息のためのベッド又はこれに準ずるものとして厚生労働省労働基準局

長が定める設備に該当する場合で、かつ、勤務終了後、継続１１時間以上の休息期

間を与える場合は、最大拘束時間を２４時間まで延長することができる。この場合

において、８時間以上の仮眠を与える場合には、当該拘束時間を２８時間まで延長

することができる。 

  

 ウ．使用者は、貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の休息期間については、当

該自動車運転者の住所地における休息期間がそれ以外の場所における休息期間より

長くなるように努めるものとする。 

  

エ．使用者は、貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者に休日に労働させる場合は

、当該労働させる休日は１週間について１回を超えないものとし、当該休日の労働

によって自動車運転者の労働時間等の改善のための基準第４条第１項に定める拘束

時間及び最大拘束時間を超えないものとする。 

 

ア（   ）イ（   ）ウ（   ）エ（   ） 
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一般貨物自動車運送事業の経営許可申請等に係る法令試験問題 

 

申請者名（法人名）               

受験者の氏名                  

受験番号                    

（※注意事項） 

設問の文中には、法令の条文をそのまま引用せずに、一部省略している場合があります。 

なお、各設問の語句の定義については、各法令の定めによります。 

Ⅰ．次の問題１から１６の文章で、正しいものには○を、誤っているものには×を（   ）

内に記入しなさい。 

 

問題１（運転者等台帳） 

 一般貨物自動車運送事業者等は、運転者が転任、退職その他の理由により運転者でなく

なった場合には、直ちに、当該運転者に係る運転者等台帳に運転者でなくなった年月日及

び理由を記載し、これを１年間保存しなければならない。 

（貨物自動車運送事業輸送安全規則第９条の５第２項） 

（正）３年間 

（ × ） 

 

問題２（目的） 

道路運送法は、貨物自動車運送事業法（平成元年法律第八十三号）と相まって、道路運

送事業の運営を適正かつ合理的なものとし、並びに道路運送の分野における利用者の需要

の多様化及び高度化に的確に対応したサービスの円滑かつ確実な提供を促進することによ

り、輸送の安全を確保し、道路運送の利用者の利益の保護及びその利便の増進を図るとと

もに、道路運送の総合的な発達を図り、もって公共の福祉を増進することを目的とする。 

（道路運送法第１条） 

 

（ ○ ） 

 

問題３（重量表示） 

一の貨物で、重量が１トン以上のものを発送しようとする者は、見やすく、かつ、容

易に消滅しない方法で、積載車両にその重量を表示しなければならない。ただし、包装

されていない貨物で、その重量が一見して明らかであるものを発送しようとするときは

、この限りでない。 

（労働安全衛生法第３５条） 

（正）当該貨物 

（ × ） 
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問題４（運行記録計による記録） 

 一般貨物自動車運送事業者等は、車両総重量が６トン、最大積載量が４トンの普通自動

車である事業用自動車に係る運転者等の業務について、当該事業用自動車の瞬間速度、運

行距離及び運行時間を運行記録計により記録し、かつ、その記録を１年間保存しなければ

ならない。  

（貨物自動車運送事業輸送安全規則第９条） 

                             

（ ○ ） 

問題５（自動車検査証の備付け等） 

 自動車は、自動車検査証を備え付け、かつ、国土交通省令で定めるところにより検査標

章を表示しなければ、運行の用に供してはならない。 

（道路運送車両法第６６条第１項） 

                               

（ ○ ） 

 

問題６（事業の休止及び廃止） 

一般貨物自動車運送事業者は、その事業を廃止したときは、その日から３０日以内に

、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。 

（貨物自動車運送事業法第３２条） 

（正）廃止しようとするときは、その３０日前までに 

（ × ） 

 

問題７（駐車を禁止する場所） 

 車両は、火災報知機から３メートルの部分においては、駐車してはならない。ただし、

公安委員会の定めるところにより警察署長の許可を受けたときは、この限りでない。 

（道路交通法第４５条） 

（正）１メートル以内 

（ × ） 

 

問題８（解雇制限） 

使用者は、労働者が業務上負傷し、又は疾病にかかり療養のために休業する期間及びそ

の後３０日間並びに産前産後の女性が労働基準法第６５条の規定によって休業する期間及

びその後３０日間は、解雇してはならない。ただし、使用者が、同法第８１条の規定によ

って打切補償を支払う場合又は天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不

可能となった場合においては、この限りでない。 

（労働基準法第１９条第１項） 

 

（ ○ ） 
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問題９（下請代金の支払期日） 

下請代金の支払期日が定められなかったときは親事業者が下請事業者の給付を受領し 

た日が、下請代金支払遅延等防止法第２条の２第１項の規定に違反して下請代金の支払

期日が定められたときは親事業者が下請事業者の給付を受領した日から起算して６０日

を経過した日が下請代金の支払期日と定められたものとみなす。 

（下請代金支払遅延等防止法第２条の２第２項） 

（正）６０日を経過した日の前日                             

（ × ） 

 

問題１０（事業報告書及び事業実績報告書） 

貨物自動車運送事業報告規則第２条第１項の事業報告書は、事業概況報告書（第一号様

式）並びに貸借対照表、損益計算書及び次に掲げる財務計算に関する明細表とする。 

一 一般貨物自動車運送事業損益明細表（第二号様式） 

二 一般貨物自動車運送事業人件費明細表（第三号様式） 

（貨物自動車運送事業報告規則第２条第２項） 

                             

（ ○ ） 

 

問題１１（禁止行為） 

会社は、他の会社の株式を取得し、又は所有することにより、一定の取引分野における

競争を実質的に制限することとなる場合には、当該株式を取得し、又は所有してはならず

、及び不公正な取引方法により他の会社の株式を取得し、又は所有してはならない。 

（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第１０条第１項） 

                               

（ ○ ） 

 

問題１２（運行管理者等の義務） 

一般貨物自動車運送事業者は、運行管理者がその業務として行う助言を尊重しなければ 

ならず、事業用自動車の運転者その他の従業員は、運行管理者がその業務として行う指導

に従わなければならない。 

（貨物自動車運送事業法第２２条第３項） 

 

（ ○ ） 
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問題１３（中高年齢者等についての配慮） 

事業者は、中高年齢者その他労働災害の防止上その就業に当たって特に配慮を必要とす

る者については、これらの者の心身の条件に応じて適正な配置を行なうように努めなけれ

ばならない。 

（労働安全衛生法第６２条） 

                        

（ ○ ） 

 

問題１４（相続） 

 一般貨物自動車運送事業者が死亡した場合において、相続人（相続人が２人以上ある場

合においてその協議により当該一般貨物自動車運送事業を承継すべき相続人を定めたとき

は、その者。）が被相続人の経営していた一般貨物自動車運送事業を引き続き経営しようと

するときは、被相続人の死亡後９０日以内に、国土交通大臣の認可を受けなければならな

い。 

（貨物自動車運送事業法第３１条第１項） 

（正）６０日  

（ × ） 

 

問題１５（有償運送） 

自家用自動車（事業用自動車以外の自動車をいう。）は、災害のため緊急を要するときの

み、有償で運送の用に供することができる。 

（道路運送法第７８条） 

（正）他にも有償で運送の用に供することができる場合がある。 

                            （ × ） 

 

問題１６（定期点検整備） 

自動車（小型特殊自動車を除く。以下この項において同じ。）の使用者は、自動車運送事

業の用に供する自動車及び車両総重量８トン以上の自家用自動車その他の国土交通省令で

定める自家用自動車について、３月ごとに、点検の時期及び自動車の種別、用途等に応じ

国土交通省令で定める技術上の基準により自動車を点検しなければならない。 

（道路運送車両法第４８条第１項） 

 

（ ○ ） 
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Ⅱ．次の問題１７から２１の文章の指示に従って、質問に答えなさい。 

問題１７（運転者） 

 以下のア～オについて、貨物自動車運送事業輸送安全規則に照らし、一般貨物自動車運

送事業者の運転者が、事業用自動車の乗務について、遵守しなければならない事項として

誤っているものを２つ選び、（ ）内に記入しなさい。 

（貨物自動車運送事業輸送安全規則第１７条） 

 

ア．事業用自動車の運行中に当該事業用自動車の重大な故障を発見し、又は重大な事

故が発生するおそれがあると認めたときは、直ちに、帰庫し、貨物自動車運送事

業者に報告すること。 

（正）運行を中止し 

イ．疾病、疲労、睡眠不足その他の理由により安全な運転をすることができないおそれ

があるときは、その旨を貨物自動車運送事業者に申し出ること。 

 

ウ．一般貨物自動車運送事業者が作成する運行指示書を乗務中携行し、運行指示書の

記載事項に変更が生じた場合に携行している運行指示書に当該変更の内容を記載

すること。 

 

エ．乗務を開始しようとするとき、貨物自動車運送事業輸送安全規則第７条第３項に

規定する乗務の途中及び乗務を終了したときは、同条第１項から第３項までの規

定により貨物自動車運送事業者が行う点呼を受け、貨物自動車運送事業者にこれ

らの規定による報告をすること。 

    

オ．踏切を通過するときは、変速装置を操作すること。 

  （正）操作しない 

（ ア ）（ オ ） 
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問題１８ 

貨物自動車運送事業報告規則の内容として誤っているものを以下ア～エの中から２つ選

び（   ）内に記入しなさい。 

（貨物自動車運送事業報告規則第２条、第２条の２、第３条） 

 

ア．一般貨物自動車運送事業者（特別積合せ貨物運送（運行系統が２以上の地方運輸

局長の管轄区域に設定され、かつ、その起点から終点までの距離の合計（運行系 

統が重複する部分に係る距離を除く。）が１００キロメートル以上のものに限

る。）を行う一般貨物自動車運送事業者を除く。）は、毎事業年度に係る事業報告

書を、毎年７月１０日までに所轄地方運輸局長へ提出しなければならない。 

   （正）毎事業年度の経過後１００日以内 

イ．貨物自動車運送事業報告規則第２条第１項の事業実績報告書は、貨物自動車運送

事業実績報告書（第四号様式）とする。 

 

ウ．一般貨物自動車運送事業者は、運賃及び料金を定め又は変更するときは、運賃及

び料金の設定又は変更しようとする３０日前までに貨物自動車運送事業報告規則

第２条の２の各号に掲げる事項を記載した運賃料金設定（変更）届出書を提出し

なければならない。 

   （正）定め又は変更したときは、運賃及び料金の設定又は変更後３０日以内 

エ．貨物自動車運送事業者は、貨物自動車運送事業報告規則第２条及び第２条の２に

定める報告書又は届出書のほか、国土交通大臣、地方運輸局長、運輸監理部長又

は運輸支局長から、その事業に関し報告を求められたときは、報告書を提出しな

ければならない。 

                     

（ ア ）（ ウ ） 
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問題１９（事業計画の変更の届出） 

以下のア～ウについて、貨物自動車運送事業法第９条第３項の軽微な事項に関する事業

計画の変更として、正しいものには○を、誤っているものには×を、それぞれ（   ）

内に記入しなさい。 

（貨物自動車運送事業法施行規則第７条） 

 

ア．利用する運送を行う一般貨物自動車運送事業者又は特定貨物自動車運送事業者の概

要 

 

イ．営業所の名称の変更 

 

ウ．自動車車庫の位置の変更（地方運輸局長が指定する区域内におけるもの） 

（正）自動車車庫の位置の変更は事業計画の変更の認可に該当 

ア（ ○ ） イ（ ○ ） ウ（ × ） 

 

 

 

問題２０（報告書の提出） 

次のア～ウについて、自動車事故報告規則に照らし、一般貨物自動車運送事業者が自動

車事故報告書を提出しなければならない事故として、正しいものには○を、誤っているも

のには×を（   ）内に記入しなさい。 

（自動車事故報告規則第３条） 

 

ア．３台の自動車と衝突し、７人の負傷者を生じたもの 

  （正）報告しなければならない事故に該当しない。 

イ．運転者又は特定自動運行保安員の疾病により、事業用自動車の運行を継続するこ

とができなくなったもの 

 

ウ．橋脚、架線その他の鉄道施設（鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）第８

条第１項に規定する鉄道施設をいい、軌道法（大正十年法律第七十六号）による

軌道施設を含む。）を損傷し、２時間本線において鉄道車両の運転を休止させた

もの 

  （正）３時間以上 

ア（ × ） イ（ ○ ） ウ（ × ） 
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問題２１（貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時間等） 

 次のア～エについて、自動車運転者の労働時間等の改善のための基準に照らし、一般貨

物自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時間、休息期間及び運転時間として、正

しいものには○を、誤っているものには×を（   ）内に記入しなさい。 

（自動車運転者の労働時間等の改善のための基準第４条） 

 

 ア．勤務終了後、継続１１時間以上の休息期間を与えるよう努めることを基本とし、休

息期間が継続９時間を下回らないものとすること。ただし、自動車運転者の労働時

間等の改善のための基準第４条第１項第３号ただし書に該当する場合、当該１週間

について３回に限り、休息期間を継続８時間とすることができる。この場合におい

て、一の運行終了後、継続１２時間以上の休息期間を与えるものとする。 

 （正）２回 

 イ．自動車運転者が同時に１台の自動車に２人以上乗務する場合であって、車両内に身

体を伸ばして休息できる設備があるときは、最大拘束時間を２０時間まで延長する

とともに、休息期間を４時間まで短縮することができる。ただし、当該設備が自動

車運転者の休息のためのベッド又はこれに準ずるものとして厚生労働省労働基準局

長が定める設備に該当する場合で、かつ、勤務終了後、継続１１時間以上の休息期

間を与える場合は、最大拘束時間を２４時間まで延長することができる。この場合

において、８時間以上の仮眠を与える場合には、当該拘束時間を２８時間まで延長

することができる。 

  

 ウ．使用者は、貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の休息期間については、当

該自動車運転者の住所地における休息期間がそれ以外の場所における休息期間より

長くなるように努めるものとする。 

  

エ．使用者は、貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者に休日に労働させる場合は

、当該労働させる休日は１週間について１回を超えないものとし、当該休日の労働

によって自動車運転者の労働時間等の改善のための基準第４条第１項に定める拘束

時間及び最大拘束時間を超えないものとする。 

（正）２週間 

ア（ × ）イ（ ○ ）ウ（ ○ ）エ（ × ） 


